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1978 年に法改正に踏み切らざるを得ず、一律に 500 ㎡を超える店舗を大規模店舗として調



















 いずれにせよ、九州では 7 県全てで条例や要綱の形で県レベルの出店規制が実施され、

















 熊本の場合、1975 年に出店表明し 1980 年に開店した熊本市へのダイエー進出問題が出
店紛争事例としてよく知られているが、当初案 4 万 3979 ㎡という規模から分かるように
ダイエー問題はあくまで大規模小売店舗法運用上の問題であり、中規模店を対象とする自






















 大分県は、大規模小売店舗法施行前の 1973 年頃から既に大規模店出店にさらされてい
たこともあり、動きは早かった。1975 年 12 月の県議会で三重町への中規模店進出に関す
る質問への後藤哲郎商工労働部長の答弁では、大規模小売店舗法の基準面積未満の店舗に
ついても商調協を設置し調整にはいるよう指導する旨が述べられている4。 
 その 1 年後の県議会では、複数の議員より埼玉県の指導要領制定、東大阪市・豊中市・
小田原市・熊本県での条例制定、福岡県や佐賀県での請願といった動きが指摘されており、
 
2 『熊本県議会会議録』1976 年 6 月 17 日。 
3 『熊本県議会会議録』1976 年 9 月 25 日。 
4 『大分県議会会議録』1975 年 12 月 11 日。 
－ 5 － 
これに対して立木勝知事は、全国知事会や九州地方知事会を通じて政府へ要望を伝えると








 宮崎県では、地元資本の橘百貨店が 1975 年 8 月に倒産するなど大規模店進出の影響を
強く受けていた7。1976 年 12 月には、宮崎県商工会連合会事務局長が、準大型店つまり中
規模店の進出が著しく対処するには熊本県のような条例を作るべきであると述べていた8。 
 翌 77 年 3 月には、中規模店規制条例策定を求める請願が 3 件出されている。同じ会期
中には複数の議員より、熊本県の条例制定、茨城県・埼玉県・大分県での要綱制定、福岡
県・鹿児島県での要綱作成の動きが指摘されたのに対し、黒木博知事より指導要綱検討中











5 『大分県議会会議録』1976 年 12 月 15 日。 
6 『大分県議会会議録』1977 年 3 月 1 日。 
7 『宮崎日日新聞』1975 年 8 月 2 日付。 
8 『宮崎日日新聞』1976 年 12 月 16 日付。 
9 『宮崎県議会会議録』1977 年 3 月 1 日、3 月 8 日、3 月 10 日。 
10 『宮崎県公報』号外 7 号、1977 年 4 月 20 日。 
11 『宮崎日日新聞』1977 年 4 月 21 日付。 







いる。1976 年 12 月 10 日の県議会で亀井知事は、条例となると強制力が強く営業権制限に
当たるため慎重に検討している、と述べている。翌年 3 月になると要綱に関する議論が盛



















12 『福岡県議会会議録』1976 年 10 月 1 日。 
13 『福岡県議会会議録』1976 年 12 月 9 日。 
14 『福岡県議会会議録』1977 年 3 月 5 日、3 月 22 日、3 月 25 日、3 月 26 日。 
15 『福岡県議会 予算特別委員会 会議録』1977 年 3 月 22 日。 
16 『福岡県議会会議録』1977 年 7 月 14 日。 




















 鹿児島県では 1972 年頃から県議会において出店問題が取り上げられるようになってい
たが、大規模店ではダイエー出店ぐらいで、残りは農業協同組合の A コープや消費生活協
同組合であり、他県と比べると対象となる店舗が異なっていた。 





17 『長崎県議会会議録』1976 年 12 月 14 日、12 月 15 日。 
18 『長崎新聞』1977 年 3 月 1 日付。 
19 『長崎県議会会議録』1977 年 3 月 8 日。 
20 『長崎新聞』1977 年 5 月 11 日付、6 月 7 日付。 
21 『鹿児島県議会会議録』1976 年 12 月 16 日、1977 年 3 月 10 日。 
－ 8 － 
 その後、7 月 15 日に浜田光彦議員より中規模店への対応を求められた鎌田知事は中規模







したのは 1975 年の日祐進出からであるとされる24。 

















22 『鹿児島県議会会議録』1977 年 7 月 15 日。 
23 『鹿児島県公報』第 7096 号の 2、1977 年 7 月 11 日。 
24 『佐賀県議会会議録』1977 年 8 月 5 日。 
25 『佐賀県議会会議録』1976 年 7 月 2 日、9 月 29 日。 
26 『佐賀県議会会議録』1977 年 3 月 19 日。 
27 『佐賀県議会会議録』1977 年 7 月 19 日。 
28 『佐賀県議会 特別委員会会議録』1977 年 8 月。 






























－ 10 － 
表１ 1976-1977 年の九州各県の出店規制の構成比較表 
 熊本県 佐賀県 
正式名称 熊本県小売商業活動の調整に関する条例    佐賀県小売商業活動の調整に関する条例 
施行年月日 1976 年 11 月 1 日        1977 年 9 月 1 日 
構成 第 1 条 
      第 2 条 
      第 3 条 
      第 4 条 
      第 5 条 
      第 6 条 
      第 7 条 
      第 8 条 
      第 9 条 
     第 10 条 
     第 11 条 
     附則 
目的                    
用語の定義              
小売商業活動調整審議会    
建築主等の届出          
変更勧告                
審議会の審議           
変更命令               
行政手続等              
閉店時刻及び休業日数    
罰則                    






















1979 年 7 月 10 日 条例廃止 
1979 年 7 月 10 日  熊本県小売商業活動の 
調整に関する要項施行 





1979 年 5 月 14 日 条例廃止 
1979 年 5 月 14 日 佐賀県小売商業活動の調整 
に関する指導要綱施行 
1983 年 4 月 1 日  一部改正 
1992 年 7 月 18 日 一部改正 
1994 年 7 月 8 日 佐賀県特定小売商業店舗に 
関する届出要綱施行 
(全部改正) 
2000 年 6 月 1 日 要綱廃止 













施行年月日 1977 年 3 月 1 日 1977 年 4 月 25 日 1977 年 5 月 16 日 
内容 第 1 条 
      第 2 条 
      第 3 条 
      第 4 条 
 
      第 5 条 
 
      第 6 条 
 
      第 7 条 
      第 8 条 
      第 9 条 
     第 10 条 
     第 11 条 




















































1979 年 10 月 14 日 一部改正  





1984 年 1月 1日 宮崎県小売商
業活動の調整に関する要綱
施行(旧要綱廃止) 
1994 年 5 月 1 日 廃止 
 
 
1979 年 10 月 14 日 廃止   
1982年12月1日 福岡県小売商
業調整に関する要綱施行 
1992 年 9 月 11 日 一部改正 
1994 年 9 月 1 日 一部改正 
2000 年 6 月 1 日 廃止 
 
  
－ 11 － 
表１ 1976-1977 年の九州各県の出店規制の構成比較表（続き） 
 長崎県 鹿児島県 
正式名称 長崎県小売商業活動の調整に関する要綱      鹿児島県中規模小売店舗対策要綱 
施行年月日 1977 年 7 月 11 日           1977 年 8 月 1 日 
内容  第 1 条 
      第 2 条 
      第 3 条 
      第 4 条 
      第 5 条 
      第 6 条 
      第 7 条 
      第 8 条 
      第 9 条 
     第 10 条 
     第 11 条 
     第 12 条 
     第 13 条 
     第 14 条 



































1979 年 10 月 13 日 一部改正 
1992 年 4 月 1 日 長崎県中規模小売店舗届出 
         要領施行(要綱廃止) 
 
1979 年 5 月 14 日 一部改正 
1992 年 1 月 31 日 鹿児島県中規模小売店舗調 
         整要綱施行(全部改正) 
















































29 『熊本県公報』第 7089 号、1976 年 10 月 16 日。 
30 『熊本県公報』第 7493 号、1979 年 7 月 10 日。 
31 『熊本県公報』第 9738 号、1994 年 10 月 14 日。 






300 ㎡以上 1500 ㎡未満の中規模店になっている(第二条)。対象となる店舗の開設者は出店











 大分県要綱は 1979 年 10 月 14 日に改正される。その主要な変更点は次の通りである。











32 『大分県報』号外(6)、1977 年 2 月 15 日。 
33 『大分県報』第 5516 号、1979 年 10 月 12 日。 
－ 14 － 
に推測すれば、県レベルでもこうした状況なのであるから、市町村の場合さらに独自に調
整を実施するのは困難であったと思われる。 
 改正後の要綱は 1994 年 5 月 1 日に廃止される34。 
 
3.3 宮崎県の要綱 





 宮崎県の規制の変遷で特徴的なのは、その後の変更が他県から遅れて 1983 年 12 月(施行


















34 『大分県報』第 538 号、1994 年 4 月 15 日。 
35 『宮崎県公報』号外第 7 号、1977 年 4 月 20 日。 
















 宮崎県から約 1 ヶ月遅れた 1977 年 5 月 14 日に、福岡県が福岡県中規模小売店舗対策要
綱を定めている。目的は、一部の文言の違いと「小売業の正常な発達を図り」に相当する
文言がないことを除けば、大規模小売店舗法の目的に類似している(第一条)。名称にも付け
られている「中規模小売店舗」というのは、500 ㎡以上 1500 ㎡未満であり、政令指定都市
の福岡市と北九州市は 1000 ㎡以上 3000 ㎡未満となっている。 









36 『宮崎県公報』第 5757 号、1983 年 12 月 2 日。 
37 『宮崎県公報』第 544 号、1994 年 4 月 28 日。 
－ 16 － 
模小売店舗法と同様であり、商調協を活用する点も大規模小売店舗の場合と同じである38。 
 大規模小売店舗法が改正されたことにより、本要綱は 1979 年 10 月 14 日廃止され、独
自規制をもたない時期が訪れる39。 
 その後再び福岡県が規制を行うのは、1982 年 12 月 1 日の福岡県小売商業調整に関する
要綱によってである。新要綱の目的は旧要綱とほぼ同じであるが、調整対象として「特定
小売商業店舗」というのが目を引く。本要綱で「大型小売業者」というのは、資本の額な






















38 『福岡県公報』第 7505 号 増刊①、1977 年 5 月 14 日。 
39 『福岡県公報』第 7867 号 増刊①、1979 年 10 月 13 日。 
40 『福岡県公報』号外、1982 年 12 月 1 日。 
－ 17 － 
方法に影響を受けて要綱を更新した可能性が強い。 
 新要綱は、その後 1992 年と 1994 年と 2 度にわたって一部改正が行われている41。 

























除く)、佐世保市、諫早市、大村市といった都市部については 600 ㎡以上 1500 ㎡未満、そ
 
41 『福岡県公報』第 540 号、1992 年 9 月 11 日、号外②、1994 年 9 月 1 日。 
－ 18 － 






















 1979 年 10 月 13 日になると、本要綱には主として次の 3 点の改正が行われた。①中規模




7 ヶ月前までに、中規模小売店舗に入る小売業者は開店日の 5 ヶ月前までに変更され、ま
 
42 『長崎県公報』号外、1977 年 7 月 8 日。 




 その後、1992 年 4 月 1 日付で長崎県は本要綱を廃止し、新たに長崎県中規模小売店舗届









 長崎県とほぼ同時期の 1977 年 8 月 1 日に鹿児島県は鹿児島県中規模小売店舗対策要綱
を施行している。本要綱の目的は、大規模小売店舗法第一条をほぼ忠実になぞった内容と
なっている。中規模小売店舗は、他の県と同様に店舗面積 300 ㎡以上 1500 ㎡未満となって
いる。 
 店舗設置者は工事着手の 6 ヶ月前までに、小売業者は開店日の 4 ヶ月前までに県知事に











43 『長崎県公報』第 6827 号、1979 年 10 月 12 日。 
44 『長崎県公報』号外、1992 年 4 月 1 日。 
－ 20 － 








 本要綱は、1979 年 5 月 14 日に一部改正される。主要な改正点は、①基準面積の上限を
500 ㎡以下としたこと、②届出期間を、店舗設置者は 7 ヶ月前、小売業者は 5 ヶ月と延長
したこと、であり、いずれも大規模小売店舗法改正に伴う改正であった46。 
 その後 1992 年 1 月 31 日に旧要綱を全面改正し、新たな鹿児島県中規模小売店舗調整要
綱を施行している。新要綱の目的は旧要綱と全く同じである。中規模小売店舗も旧要綱と
同じく店舗面積が 300 ㎡以上 500 ㎡未満の店舗を指している。「中小小売業者」について
定義付けを行っており、「小売商業調整特別措置法(昭和 34 年法律第 155 号)第 1 条の 2 第
3 項に規定する大企業者以外のものをいう。」としている(第 2 条)。 







 店舗設置者に対しては開店の 7 ヶ月前までに、出店者に対しては開店の 5 ヶ月前までに





45 『鹿児島県公報』第 7096 号の 2、1977 年 7 月 11 日。 
46 『鹿児島県公報』第 7365 号の 2、1979 年 5 月 14 日。 
－ 21 － 
れない場合や要請に従わない場合、県知事は必要な措置を執るよう勧告し、その勧告にも
従わない場合はその内容を公表することになる47。 




最も遅く 1977 年 8 月 10 日になった。佐賀県小売商業活動の調整に関する条例の目的は、
ほぼ大規模小売店舗法の目的を踏襲しており、規制対象となる中規模小売店舗は店舗面積











のとなっている。1979 年 3 月 10 日に本条例は、大規模小売店舗法及び小売商業調整特別








47 『鹿児島県公報』第 446 号の 2、1992 年 1 月 31 日。 
48 『鹿児島県公報』第 866 号、1994 年 12 月 14 日。 
49 『佐賀県公報』1977 年 8 月 10 日。 
50 『佐賀県公報』号外～2、1979 年 3 月 10 日。 











 本要綱は 1983 年 4 月 1 日に大幅な改正が施行されるが、主な改正点は次のようであっ
た。まず第一条の規制対象を「中規模小売店舗」から「特定小売商業店舗」に改めたこと













 本要綱はさらに 1992 年 7 月 18 日にも一部改正が行われている。改正点として大きいの
は、1983 年の改正によって導入された特定大企業者に関連する箇所の削除であった。その
 
51 『佐賀県公報』第 8663 号、1979 年 5 月 21 日。本要綱の場合、公布が 5 月 21 日であるにも関わら
ず、施行は 5 月 14 日となっている。 
52 『佐賀県公報』号外～2、1983 年 3 月 1 日。 




出が必要な時刻が午後 6 時 30 分から午後 7 時へと、また休業日数削減にあたっての届出





 2 度にわたる改正を経た佐賀県の要綱は 1994 年 7 月 8 日には廃止され、新たに佐賀県特
定小売商業店舗に関する届出要綱を定めている。名称から分かるように新要綱の目的は、
特定小売商業店舗という中規模小売店舗(店舗面積 300 ㎡以上 500 ㎡以下)に出店等の届出
を求めることで「地域経済状況の把握」を行うこととなっている。つまりこれまでの条例
や要綱にあった調整という機能は全くなくなっている54。 














53 『佐賀県公報』第 10682 号、1992 年 8 月 5 日。本改正の場合も、公布が 8 月 5 日にも関わらず、
施行は 7 月 18 日となっている。 
54 『佐賀県公報』第 10970 号、1994 年 7 月 8 日。 
55 『佐賀県公報』第 11857 号、2000 年 5 月 31 日。 
－ 24 － 
表２ 九州各県の独自規制の変遷 
















11  条例 
  ①出店調整 
  ②中規模店 
  ③300㎡ 
  ④審議会 




















  ③300㎡ 
  ④商調協 
  ⑤－ 








 4  要綱 
  ①出店調整 
  ②中規模店 
 
  ③300㎡ 
  ④商調協 
  ⑤－ 








 5  要綱 
  ①出店調整 
  ②中規模店 
 
  ③500/1000㎡
  ④商調協 









 7 要綱 
  ①出店調整
  ②中規模店
    大企業 
  ③300/600㎡
  ④商調協 
  ⑤－ 








 8 要綱 
  ①出店調整 
  ②中規模店 
 
  ③300㎡ 
  ④商調協 
  ⑤－ 
  ⑥商調法 







 9  条例 
  ①出店調整 
  ②中規模店 
 
  ③300㎡ 
  ④審議会 










 7  要項 
  ①出店調整 
  ②中規模店 
  ③300㎡ 
  ④大店審 
  ⑤公表 
 
10 改正 




















10  改正 






 5  改正 






 5  廃止 
   要綱 
  ①出店調整 
  ②中規模店 
  ③300㎡ 
  ④商調協 



























 1 新要綱 
  ①出店調整 
  ②大企業 
  ③－ 
  ④商調協 
  ⑤公表 
12  新要綱 
  ①出店調整
  ②大企業 
  ③－ 
  ④事前指導




















 4  改正 
  ②中規模店 
    大企業 







































 4 要領 
  ①事前把握
  ②中規模店




 1 新要綱 
  ①出店調整 
  ②中規模店 
  ③300㎡ 
  ④会議所 
  ⑤公表 
  ⑥責務規定 
 7  改正 
  ②中規模店 

































 7 新要綱 
  ①事前把握 
  ②中規模店 
  ③300㎡ 
2000     6  廃止    6  廃止 
出所 各県公報より筆者作成 
 ※各項目の前の数値は、実施された月を示す。 
 独自規制の内容 ①実施･改正の目的・・・出店調整、事前把握、法改正、規制緩和 
         ②対象･･･中規模店、大企業 
            ③基準面積･･･300 ㎡等 
            ④調整機関･･･審議会、大店審(大規模小売店舗審議会)、商調協(商業活動調整協議会)、 
          会議所(商工会議所等) 
            ⑤実効性担保･･･罰金、公表 
            ⑥その他特徴的な点･･･商調法、連絡会議、自主解決、責務規定  
－ 25 － 
 九州全体での出店規制の変遷は表 2 のような経緯を辿るが、一見して気づくのは、多く
の県が同じタイミングで似通った行動をとっていることである。こうした斉一性は、そも
そもの出発点が 1976 年の熊本県の条例制定を受けて、翌 77 年に他の 6 県が独自規制に乗
り出したことからも推測できよう。改廃の時期としては、1979 年、1982-4 年、1992 年、
1994 年、2000 年が挙げられる。 
 こうした斉一的行動が現れた背景としては、根拠法である大規模小売店舗法とそれを管
轄する通商産業省の動向が挙げられる。 
 1979 年は最初の改正法が施行され、旧百貨店法から引き継いだ 1500 ㎡または 3000 ㎡と
いう基準面積が一律に引き下げられ 500 ㎡となった年である。この改正は、地方では現行
基準面積は過大で出店抑制効果が少ないとして各自治体が強く要望していた項目である。






 ただこの法改正においても誤算があった。新基準面積は 500 ㎡であったが、多くの自治






小売店舗対策要綱での基準面積が 500 ㎡以上 1500 ㎡未満(福岡市と北九州市については
1000 ㎡以上 3000 ㎡未満)であったからであり、大規模小売店舗法改正の基準面積引き下げ
により、その意義を失ったからであろう。 















































































その裏付けとして小売商業調整特別措置法が活用されていた。ただ、政府が 1978 年 6 月
以降出店規制として小売商業調整特別措置法を活用することに対して消極的な態度をとっ
たため、後には勧告と公表は同法の裏付けなしに要綱に位置づけられることになる。 




























 なお、本研究は、平成 30 年度専修大学長期国内研究員の研究成果である。 
